
評価調査結果要約表
１．案件の概要
国名：ベトナム 案件名：上水道技術訓練プログラム
分野：上水道 援助形態：技術協力プロジェクト
所轄部署：社会開発協力部
社会開発協力第一課

協力金額：3.10億円

協力
期間

2000年1月13日～03年1月12日 先方関係機関：建設省第二建設大学校
日本側協力機関：厚生労働省、札幌市・東京都・横浜市・名古屋
市・北九州市各水道局

他の関連協力：現地国内研修「配水管網の維持管理」
１－１ 協力の背景
ベトナムでは経済開発・国家建設が急速に進められており、上水道分野も他分野と同じく、援助機関・援助国の技術的・財政
的支援を得て施設設備が進められている。しかしながら施設を運営・維持管理する人材が不足しており、当該分野の人材育成
が緊急課題になっている。北部地域の上水道技術者に対する技術協力はフランスが実施中であるが、南部地域においては第二
建設大学校（ホーチミン市）で理論のみを教える研修が行われているだけで、一般技術者に対する実践的な訓練は行われてい
なかった。このような状況のもと、ベトナム建設省は、第二建設大学校において南部地域の水道公社の幹部から一般技術者ま
でを対象とした上水道分野の実践的な訓練を行うための技術協力を我が国に要請した。
 
１－２ 協力内容
第二建設大学校の校内に設置された水道技術センターに「配水計画」・「水道経営」・「無収水量低減対策（料金を回収でき
ない水消費量の低減対策）」の3つの研修コースを立ち上げ、南部地域の水道公社に勤務する職員と技術者を対象とした研修を
実施する。
（１）上位目標
水道公社に勤務する職員の技術的・経営的能力が向上する。
（２）プロジェクト目標
第二建設大学校の上水道にかかわる技術及び経営についての研修能力が向上する。
（３）成果
1）配水計画についての研修コースが確立され実施される。
2）水道経営についての研修コースが確立され実施される。
3）無収水量低減対策についての研修コースが確立され実施される。
（４）投入
日本側：
短期専門家派遣 19名 研修員受入れ 11名
長期専門家派遣 4名 機材供与 約0.21億円
第三国専門家派遣 3名 ローカルコスト負担 約0.07億円
相手国側：
カウンターパート配置 12名 土地・施設提供
ローカルコスト負担 約0.09億円
２．評価調査団の概要
調査者 団長・総括：森本 康裕 JICA社会開発協力部社会開発協力第一課課長代理

水道技術 ：根木 桂三 厚生労働省健康局水道課技術係長兼水道指導官
評価計画 ：西村 暢子 JICA社会開発協力部社会開発協力第一課
評価分析 ：監物 順之 中央開発株式会社

調査期間 2002年10月14日～10月24日 評価種類：終了時評価
３．評価結果の概要
３－１ 評価結果の要約
（１）妥当性
ベトナム政府は1998年3月18日付都市上水道システム国家開発の方針に関する首相決定において、給水率・給水量の増加、無収
水率の引き下げ、それらのための技術の近代化と機器の製造・供給、人的資源開発と雇用人員の訓練、外国政府・国際機関か
らの支援受入れ、水道料金の改定と水道公社の財政的独立を重要政策として掲げている。また我が国は、環境問題を対ベトナ
ム援助の重点分野の1つとしており、上水道技術支援を行う本プロジェクトは居住環境の改善に合致するものである。このため
プロジェクトの妥当性は極めて高いと判断される。
（２）有効性
本プロジェクトの実施によって「配水計画」・「水道経営」・「無収水量低減対策」の3つの分野において、研修コースのカリ
キュラム・シラバス（摘要）・教材が作成され、終了時評価の時点では第1回目の研修を実施済みで、第2回目の研修は実施中
であった。指標である「研修受講者数」・「研修受講者の満足度」・「カウンターパートによる講義」は評価時点では「研修
受講者の満足度」しか達成されていなかった。実施中の第2回目の1部のコースでは定員、講義担当率が半数を超える見込みで
あり、有効性は高くなると予測される。しかしながら、評価時点ではプロジェクト目標の達成の程度を判定するためのデータ
を得ることは困難であり、正確な判断は時期尚早である。
（３）効率性
日本側・ベトナム側とも当初計画以上の投入を実施し、成果は期間終了時に何とか目標値に近づくであろうと予測される状況
である。しかし、効率性は必ずしも高かったとは言いがたい。効率性を低下させた主要な要因は、カウンターパートの質（実
務経験・知識・英語力の不足等）と人数が本プロジェクトの要求するレベルに達していなかったことや、実施機関と水道公社



の連携が初期において不十分であり建設省のサポートも十分ではなかったことなどである。なお、協力期間の後半においては
これらの状況は改善されつつある。
（４）インパクト
評価時点でははっきりと目に見える形でのインパクトは確認できていないが、例えば一部の水道公社から公社における技能者
研修実施の打診がある等の前向きな影響が出始め、ベトナム側の取り組みも積極性を増しており、正のインパクトが高くなる
要因はある。
（５）自立発展性
実施機関である第二建設大学校は、建設省傘下の教育・訓練機関として実績・経験をもっている。カウンターパートへの技術
移転はおおむね完了したと言え、建設省はプロジェクト終了後も予算措置を継続することを表明している。これまでどおりの
内容で研修コースを実施するのであれば自立発展性は認められるが、水道公社のニーズに適切に対応してコース内容を改善
し、発展していくためにはさらなる努力が必要である。
 
３－２ 効果発現に貢献した要因
（１）計画内容に関すること
本プロジェクトではタイ水道研修センターから短期専門家を派遣し、その派遣は非常に好評でありプロジェクト実施を促進し
た。
（２）実施プロセスに関すること
該当なし
 
３－３ 問題点及び問題を惹起した要因
（１）計画内容に関すること
当初計画は極めて幅広い分野を対象とし、実施の過程で実情調査を行って活動内容を絞り込むこととしていた。しかし、効果
的な絞り込みを行うために必要な知識・経験を有したカウンターパートと水道公社の協力を確保する方策が徹底していなかっ
た。
（２）実施プロセスに関すること
1名いた水道事業経験者であるカウンターパートが病気のためプロジェクトに従事できなかったこと、水道公社との連携が特に
初期において不十分であったこと、日本およびベトナム関係者双方の語学力不足等の理由により、専門家とカウンターパート
のコミュニケーションに不十分な面がありプロジェクトの進捗に影響を与えた。
 
３－４ 結論
本プロジェクトは妥当性が高いが、日本およびベトナム側とも当初計画以上の投入を行いながら、成果は目標値に対し期間満
了時にかろうじて達成できる見込みという状況であり、効率性は必ずしも高いとは言えなかった。本プロジェクトの円滑な実
施のために極めて高いレベルのカウンターパートの配置が要求されたが、それが満たされず、また水道公社の緊密な協力が必
要であったのに、初期における水道公社の協力は極めて不十分であった。このような困難な状況下において当初の目標が達成
されそうであることは、専門家・カウンターパートの努力に負うところが大きい。
 
３－５ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）
（１）関係者は終了時までに計画された成果をすべて達成し、今後の方向を検討するために必要なデータ・情報の集積に全力
を尽くすことが望まれる。
（２）十分な知識・経験をもつカウンターパートを経営分野・技術分野各1名は確保することと、水道公社との一層の連携を図
ることが望まれる。
（３）プロジェクトの成果である、研修コースの確立・実施は本評価時点では達成される見込みであり、南部地域の水道事業
従事者訓練を行う枠組みは立ち上げられた。今後プロジェクト目標達成をより確実にしてゆくためには、ベトナム側が、カ
ウンターパートの補強や水道公社等関係機関との関係強化等、水道事業従事者訓練の枠組みを維持発展させることが必要で
あり、これらはベトナム側の主体的な取り組みにより達成されるべきである。
（４）実施機関である第二建設大学校は建設省傘下の教育・訓練機関として多くの経験と実績を多くもっているが、水道事業
の経験者が不足しており、水道分野の訓練実施体制の強化が望まれる。

 
３－６ 教訓（他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運営管理に参考となる事柄）
（１）本プロジェクトにおいて現状把握・ニーズ調査はプロジェクト活動の1つのとして実施することになっていた。3年間で
これらの調査を行い、研修コースを確立し実施するという計画を効率よく実施するためには、高いレベルのカウンターパー
トの配置と、水道公社を初めとする関係機関の強力な支援が必要であり、本件のようなプロジェクト計画においては、それ
らを確保するための手だてに留意することが必要である。
（２）プロジェクトの円滑な実施のためには両国関係者間のコミュニケーションが極めて大切であり、この点に少なからず注
意を図るべきである

 
３－７ フォローアップ状況
上記提言を達成することを目的として、03年度にプロジェクト専門家（フォローアップ）「水道経営」、「水道技術」計2名を
各5ヶ月ずつ派遣している。また、現地国内研修「配水管網の維持管理」を05年度まで実施している。
 
 


